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(証券コード 7722)
2023年６月８日

（電子提供措置の開始日2023年５月27日）

株 主 各 位
東京都多摩市永山六丁目21番１号

国際計測器株式会社
代表取締役社長 松 本 進 一

第54回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第54回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに

「第54回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト （http://www.kokusaikk.co.jp/ir/shareholders/）

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載

しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、当社名

又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」を選択のうえ、ご確認ください

ますようお願い申し上げます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な

がら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に

対する賛否をご表示いただき、2023年６月22日（木曜日）午後５時45分までに到着するように、ご送

付くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

1.日 時 2023年６月23日（金曜日）午前11時(受付開始予定時刻 午前10時)

2.場 所 東京都多摩市永山六丁目21番１号
当社 ４階 会議室(末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3.会議の目的事項

報告事項 第54期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

第54期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

計算書類報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役９名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

第４号議案 補欠監査役１名選任の件

第５号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上

【ご注意事項】

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお

願い申し上げます。また、紙資源節約のため、この「招集通知」をご持参くださいますようお願い

申し上げます。

◎会社法改正により電子提供措置事項について、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限

り、書面でお送りすることとなりましたが、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわ

らず、一律に電子提供措置事項を記載した当該書面をお送りいたします。なお、次の事項につきま

しては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、当該書面には記載しておりません。

したがいまして、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした書類

の一部であります。

①連結計算書類の連結株主資本等変動計算書

②連結計算書類の連結注記表

③計算書類の株主資本等変動計算書

④計算書類の個別注記表

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させてい

ただきます。
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◎議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り

扱わせていただきます。

◎本定時株主総会におきましては、お土産の配付を取りやめさせていただきます。何卒ご理解くださ

いますようお願い申し上げます。

◎株主総会会場において、感染予防のための措置を講じる場合がございますので、ご協力くださいま

すようお願い申し上げます。

◎ご来場の株主様で体調がすぐれないようにお見受けした方には、お声かけのうえ、議場へのご入場

をお控えいただくことがございますので、あらかじめご了承くださいますようお願い申し上げま

す。

◎今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合には、インターネット上の当社ウェブ

サイトにてお知らせいたします。

(http://www.kokusaikk.co.jp/)
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第５４期 事 業 報 告

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

1. 事業の経過及びその成果

売上高
営業利益又は
営業損失(△)

経常利益

親会社株主に帰属
する当期純利益又は
親会社株主に帰属す
る当期純損失(△)

当連結会計年度 100億3千7百万円 △3千8百万円 1億8千8百万円 △6千6百万円

前連結会計年度 111億2千7百万円 4億4千6百万円 7億1千7百万円 4億7千5百万円

伸 長 率 △9.8％ －％ △73.7％ －％

当連結会計年度における当社グループを取り巻く経営環境は、世界的な半導体不足及び原油高
の影響が顕在化してきた中で、ウクライナ情勢の緊張が長期化し、先行きの懸念が極めて強まっ
ている状況となっております。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は縮小の傾向を見せ
ているものの、今後の再拡大も懸念されるため、先行き不透明な状況が続いております。
また、日本経済は、世界的な半導体不足及び原油高の影響のみならず、部品等の供給不足の影

響を受けており、企業の設備投資も弱含んだ状況が続いております。なお、当社グループが主力
取引先としている中国及び東南アジアの自動車及びタイヤ業界の設備投資については、当連結会
計年度において堅調に推移しており、当社の主力顧客である中国企業の欧州や東南アジア等への
海外進出が続いております。
また、国内自動車関連メーカーの設備投資につきましては、電動化の推進やカーボンニュート

ラルなどの世界的潮流への対応に注力する中、電気自動車等の環境や省エネに配慮した自動車部
品に対する製造・研究開発分野への投資が続いております。半導体不足や各種素材の価格高騰や
供給不足などの懸念材料もあるものの、需給ギャップを解消するための設備投資を中心に検討さ
れております。

このような経営環境の中で当社グループは、生産ライン用の試験装置であるバランシングマシ
ンとともに、研究開発用でありイニシャルコストとランニングコストの低減が見込める電気サー
ボモータ式試験機の営業活動を、国内及びアジアを中心に積極的に展開しております。この結
果、中国をはじめとするアジアのタイヤメーカー向けの生産ライン用タイヤ関連試験機や、国内
自動車部品メーカー向けの電気サーボモータ式試験機等の受注を獲得いたしました。また、高額
受注としましては、国内の官公庁向けの震度情報ネットワークシステム更新のための地震計の受
注を獲得いたしました。
売上高につきましては、部品等の供給不足に伴う製品製造期間の長期化や、新型コロナウイル

ス感染症の影響に伴う客先との納期調整や海上輸送船舶及びコンテナ不足に伴う輸出待ちは継続
しており、国内官公庁向けの震度情報ネットワークシステムの売上検収が増加したものの、アジ
アのタイヤメーカーを中心としたバランシングマシンの売上検収が減少したこと及び国内向けの
電気サーボモータ式試験機の売上検収が減少したため、前連結会計年度と比較して減少しており
ます。
利益面につきましては、減収の影響により、前連結会計年度と比較して減少しております。

受注高 104億5千6百万円 （前連結会計年度比15.8％増）
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セグメントの状況は以下のとおりであります。

［国際計測器株式会社］

国内向け震度情報ネットワークシステムの売上が増加したものの、アジア向けバランシ

ングマシンが減少したことにより全体として出荷・検収は減少いたしました。

その結果、売上高は減少し、経常利益は前連結会計年度と比較して減少しました。

売上高 80億４千７百万円 （前連結会計年度比15.3％減）

経常利益 １億４百万円 （前連結会計年度比86.2％減）

［東伸工業株式会社］

電力業界からのクリープ試験装置や腐食環境試験装置などの受注が減少し、材料試験機

の出荷・検収が減少いたしました。

その結果、売上高は減少し、経常利益は前連結会計年度と比較して減少しました。

売上高 ３億１千９百万円 （前連結会計年度比13.2％減）

経常利益 ２百万円 （前連結会計年度比93.6％減）

［米国］

米国の自動車部品メーカーへのバランシングマシン及び電気サーボモータ式試験機の出

荷・検収が増加いたしました。

その結果、売上高は増加したものの、売上原価の増加により、経常損失となりました。

売上高 ９億６千６百万円 （前連結会計年度比44.4％増）

経常損失 ６千５百万円 （前連結会計年度は３百万円の利益）

［韓国］

韓国大手自動車関連メーカーへのバランシングマシンの出荷・検収が減少いたしまし

た。また、売上原価が減少いたしました。

その結果、売上高は減少したものの、経常利益は前連結会計年度と比較して増加いたし

ました。

売上高 11億８千９百万円 （前連結会計年度比9.7％減）

経常利益 ８千２百万円 （前連結会計年度比6.5％増）
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［中国］

中国国内のタイヤメーカーへのバランシングマシン及び自動車関連メーカーへの電気サ

ーボモータ式試験機の出荷・検収が増加いたしました。

その結果、売上高は増加し、経常利益は前連結会計年度と比較して増加いたしました。

売上高 10億６千７百万円 （前連結会計年度比125.2％増）

経常利益 ５千１百万円 （前連結会計年度比393.1％増）

当連結会計年度における部門別売上高及び受注高は、次のとおりであります。

区 分
受 注 高
(百万円)

売 上 高
(百万円)

売上高構成比
(％)

バ ラ ン シ ン グ マ シ ン 5,170 5,253 52.3

電 気 サ ー ボ モ ー タ 式 試 験 機 1,840 1,688 16.8

シ ャ フ ト 歪 自 動 矯 正 機 751 510 5.1

材 料 試 験 機 255 293 2.9

そ の 他 2,439 2,291 22.8

合 計 10,456 10,037 100.0

当連結会計年度は、受注高で前連結会計年度比15.8％増、期末の受注残高は82億２千８百万円

と約9.9ヶ月分（100億円前提）の生産量となっております。

売上高については、タイヤ複合試験機（ＵＢマシン）を中心とするタイヤ関連試験機の売上に

占める割合が売上全体の43.3％となりました。

2. 設備投資等の状況

当連結会計年度の設備投資の総額は41百万円であり、特記すべき事項はございません。

3. 資金調達の状況

当連結会計年度において、特記すべき事項はありません。
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4. 財産及び損益の状況の推移

期 別

区 分

第51期
2020年
３月期

第52期
2021年
３月期

第53期
2022年
３月期

第54期
(当連結会計年度)

2023年
３月期

売 上 高 百万円 12,894 11,505 11,127 10,037

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)

百万円 1,525 179 475 △66

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１ 株 当 た り 当 期 純 損 失 ( △ )

円 108.83 12.79 34.24 △4.82

総 資 産 百万円 18,245 18,690 17,371 20,413

純 資 産 百万円 11,156 11,125 11,298 11,250

(注)第53期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、第

53期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載しております。

5. 対処すべき課題

当社グループの主力ユーザーである自動車部品・タイヤメーカー及び電子・家電メーカ
ーのアジア圏を中心とした地域への海外生産移管が、今後も継続することが予想され、さ
らに現地ユーザーからの受注も増加傾向にあります。

これにより競合メーカーとの価格競争が激化し、当社グループの主力製品であるバラン
シングマシンを中心とした試験計測機も、その影響を受けております。

このような状況の下、当社グループは以下の課題につき対処していく所存であります。

(1) 生産体制

古河テクニカルセンターにおける受託試験も開始しており、本社第三工場の生産スペー
スの拡大により、電気サーボモータ式各種試験機等の生産能力も向上しております。
また、各連結子会社の現地生産体制も整っており、今後もグループ全体としてコストダ

ウンの相乗効果を上げるために、各社の生産管理部門及びエンジニアリング部門をさらに
強化してまいります。

(2) 財務戦略

当社グループの海外売上高は、当連結会計年度において58.3％と高い比率になっており
ます。このため、為替予約などの施策を行うことにより、為替相場の変動による業績への
影響を極力抑えるよう努力いたします。製品製造期間の長期化に対応するため、運転資金
を調達しておりますが、業績に与える影響を少なくするように調達手段を検討しておりま
す。

(3) 研究開発

当社グループは、これまでユーザーのニーズを的確に把握し、特に現場担当者の方々の
声を反映させて新製品の開発を行ってまいりました。
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既存事業の主力製品であるタイヤ関連試験機につきましては、生産ライン用タイヤバラ
ンサー及びユニフォーミティマシンの設計変更等によるコストダウン・精度向上を目指し
た研究開発を今後も継続して行ってまいります。
また、普通乗用車及びトラック・バス用「タイヤ摩耗試験機」・「フラットロードタイヤ

総合試験装置」をはじめとした、タイヤの耐久性・グリップ力・転がり抵抗など、タイヤ
の基本性能・精度向上を目指した研究開発用各種試験機の研究開発を推進してまいりま
す。

近年、自動車の自動運転化への流れが急速に進む中で、ＥＶモーターや車載用の各種コ
ンピューターユニット等、自動運転を実現するための各製品に対して、今まで以上に高い
信頼性（性能・耐久・安全）が求められる試験機需要が高まるとともに、ＥＶ化に伴い車
両部品が発生する振動の重要度に関する認識が強まっております。
当社グループが今後の主力製品の柱として位置付けて研究開発を推進し、製品化に成功

した「電気サーボモータ式試験機」及び「動電型３軸同時振動試験機」はユーザーから要
求される性能試験に対応する製品シリーズとして高い評価をいただいており、さらなる製
品開発を進めております。
この試験機は、競合他社が製造している従来の油圧試験システムと比較して「環境・メ

ンテナンス・省エネ等」の面で優れた性能を有しており、特に近年Co²削減による省エネ
化が重要視されているため、今後さらに多くの納入実績を積み重ねてまいる所存です。

今後さらに性能・精度・機能面の向上を目指して、新たな試験機需要に対応した研究開
発活動を推進してまいります。

(4) 人材育成

今後予想される競合他社による製品の価格低下圧力や生産増加・品質向上に対応するた
め、また、海外連結子会社における生産能力や品質の向上、現地ユーザーに対するメンテ
ナンス等の対応能力をより一層高めるため、エンジニアの育成を重要な課題と位置付けて
おります。
具体的な施策としては、従来より当社グループの現地スタッフに対する技術研修、各連

結子会社への積極的な技術指導を行っておりますが、今後も継続してグループ全体として
人材育成に取り組んでまいります。
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6. 主要な事業内容
・自動車業界向け各種試験及び計測装置の製造販売
・タイヤ業界向け各種試験及び計測装置の製造販売
・モーター及び回転機器を対象とする試験及び計測装置の製造販売
・各種自動検査装置の製造販売
品 目
・動釣合試験機（バランシングマシン）
・生産ライン用タイヤバランサー
・タイヤユニフォーミティ／バランス
複合試験機

・ロードホイールバランス／振れ測定機
・タイヤバランスウエイトアプライヤー
・シャフト歪自動矯正機

・巻線試験機
・生産ライン用モーター総合試験機
・ギヤーテスター（片歯面・両歯面）
・地震計測システム
・電気サーボモータ式試験機
・動電型振動試験機
・金属、新素材関係の材料試験装置

7. 主要拠点等 （2023年３月31日現在）

(1) 主要な営業拠点及び製造拠点

当 社 名 称 拠 点 所 在 地

本社営業部 ・本社工場 営業・製造 東京都多摩市

名 古 屋 営 業 所 営業 愛知県名古屋市

大 阪 営 業 所 営業 大阪府豊中市

九 州 営 業 所 営業 福岡県北九州市

台 湾 支 店 営業 台湾

子 会 社 名 称 拠 点 所 在 地

東伸工業株式会社 営業・製造 東京都多摩市

KOKUSAI INC. 営業・製造 米国

KOREA KOKUSAI CO.,LTD. 営業・製造 韓国

高技国際計測器(上海)有限公司 営業・製造 中国

Thai Kokusai CO.,LTD. 営業 タイ

(2) 従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

合計又は平均 286名 ２名減 49.3歳 15.9年

(注) 従業員数には、常勤嘱託を含みパート（１名）は含まれておりません。
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8. 重要な親会社及び子会社の状況 （2023年３月31日現在）

(1) 親会社との関係

該当事項はありません。

(2) 重要な子会社等の状況

会 社 名 資 本 金
当社の
出資比率

主要な事業内容

KOKUSAI INC. 1,020千米ドル 100.0％ 試験・計測機器の製造、販売、サービス

KOREA KOKUSAI CO.,LTD. 17億ウォン 100.0％ 試験・計測機器の製造、販売、サービス

KOKUSAI Europe GmbH. 25千ユーロ 100.0％ 試験・計測機器の販売、サービス

高技国際計測器(上海)有限公司 8,277千元 100.0％ 試験・計測機器の製造、販売、サービス

Thai Kokusai CO.,LTD. 4百万バーツ 49.0％ 試験・計測機器の販売、サービス

東伸工業株式会社 54,000千円 100.0％ 材料試験機の製造、販売、サービス

9. 主要な借入先及び借入額 （2023年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,580百万円

株 式 会 社 山 梨 中 央 銀 行 1,362百万円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 460百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 248百万円

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 135百万円

(注) 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結して
おります。
当期末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は以下のとおりであります。
貸出コミットメントの総額 1,600百万円
借入実行残高 300百万円
差引残高 1,300百万円
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Ⅱ． 株式に関する事項 （2023年３月31日現在）

1. 発行可能株式総数 21,200,000株

2. 発行済株式の総数 13,748,350株（自己株式451,650株を除く。）

3. 当事業年度末の株主数 6,786名（前事業年度末比292名減）

4. 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率

株 ％

松本繁興産株式会社 5,210,000 37.90

株式会社みずほ銀行 460,000 3.35

松本 繁 422,000 3.07

光通信株式会社 358,000 2.60

国際計測器従業員持株会 298,500 2.17

株式会社日本カストディ銀行 213,400 1.55

BNYM RE BNYMLB RE GPP CLIENT MONEY AND ASSETS AC 166,000 1.21

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 163,900 1.19

宮下 博至 160,000 1.16

西尾 美敏 148,000 1.08

(注) 当社は自己株式（451,650株）を保有しております。また、持株比率は自己株式を控除して計算しており
ます。

5. その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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Ⅲ．会社役員に関する事項

1. 取締役及び監査役に関する事項（2023年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 松 本 繁

松本繁興産株式会社代表取締役
KOKUSAI INC.代表取締役
KOREA KOKUSAI CO.,LTD.代表取締役
高技国際計測器(上海)有限公司董事長
Thai Kokusai CO.,LTD.代表取締役

代 表 取 締 役 社 長 松 本 進 一

取 締 役 松 本 博 司
管理本部長
東伸工業株式会社代表取締役

取 締 役 田 代 和 義
技術開発部長
東伸工業株式会社取締役副社長

取 締 役 村 内 一 宏 技術本部長

取 締 役 鈴 木 三 郎 KOREA KOKUSAI CO.,LTD.取締役副社長

取 締 役 小 椋 一 雄 高技国際計測器(上海)有限公司総経理

取 締 役 石 倉 純 一 国内営業本部長

取 締 役 後 藤 正 之 大阪営業所長

取 締 役 本 田 功 株式会社三真取締役会長

常 勤 監 査 役 渡 會 賢 二 東伸工業株式会社監査役

監 査 役 細 田 法 男 税理士

監 査 役 斎 藤 一 彦 弁護士

(注) 1. 取締役本田氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2. 監査役細田氏及び斎藤氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
3. 監査役細田氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであ

ります。また、一般株主と利益相反が生じるおそれがなく、高い独立性を有していると判断しており
ます。

4. 監査役細田氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
5. 当社は社外取締役本田氏、社外監査役細田氏及び社外監査役斎藤氏との間で、その職務を行うにつき

善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額をもっ
て、責任の限度とする旨の契約を締結しております。

6. 社外取締役本田氏の兼職先である株式会社三真は、当社との間で仕入れに係る取引があります。
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2. 取締役及び監査役の報酬等の額

①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社では、取締役の個人別の報酬等の内容に係る事項を取締役会において決議しており
ます。取締役の個人別の報酬等（業績連動報酬等及び非金銭報酬等のいずれでもないもの
に限る。）は固定報酬（任期中に限る。毎月同額）及び賞与とし、それぞれの金額は、いず
れも株主総会決議で定められた金額の範囲内において、取締役会が、事業への貢献度、役
位、職責、在任年数を総合的に勘案して、非金銭報酬としての譲渡制限付株式報酬は、株
式の直接保有を通じた株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、役職及
び職責に応じて、今後１年分につき定時総会後初めて開催する取締役会において決定して
おります。なお、固定報酬については、金額変更の必要がある場合は、取締役会において
決議しております。
業務執行から独立した立場である社外取締役の報酬は、月額報酬のみとしております。
役員退職慰労金については、長期的なインセンティブ付与を目的に毎年一定額を引き当

て、退任時に株主総会決議を得たうえで、退任時に一括して支払う金額を役員退職慰労金
規程に従って、取締役会にて支給金額を決定しております。

取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、取締役会において社外取締役も含
めて精査し、決定方針との整合性を含めた検討を行っているため、決定方針に沿うもので
あると判断しております。
監査役の報酬は、経営に対する独立性、客観性を重視する視点から固定報酬のみで構成

され、各監査役の報酬は、監査役の協議により決定しております。

②取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の金銭報酬の額は、2015年６月19日開催の第46回定時株主総会において年額６億
円以内（うち社外取締役分が年額3,000万円以内）と決議されております。当該定時株主総
会終結時点の取締役の員数は11名(うち社外取締役は１名)です。また、当該金銭報酬とは
別枠で2020年６月29日開催の第51回定時株主総会において、株式報酬の額を年額4,000万円
以内、株式数の上限を年20,000株以内（社外取締役は付与対象外）と決議しております。
なお、当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く。）の員数は８名です。
監査役の金銭報酬の額は、2015年６月19日開催の第46回定時株主総会において、年額

5,000万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名で
す。

③取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する事項

当社においては、株主総会にて定められた上限に基づき、取締役会にて取締役の個人別
の報酬を決議しております。なお、各取締役の報酬金額については、社外取締役の同意を
得て決議しております。
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④取締役及び監査役の報酬等の額

役員区分
報酬等の
総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる

役員の員数（人）基本報酬
業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

退職慰労金

取締役
（うち社外
取締役）

332,850
(2,160)

319,427
(2,160)

―
4,623
(―)

8,800
(―)

10
(1)

監査役
（うち社外
監査役）

12,210
(4,320)

11,730
(4,320)

―
―

(―)
480

(―)
3

(2)

(注) 1. 非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬制度に基づく当事業年度における費用計上額を記載しておりま
す。

2. 退職慰労金は、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額であります。
3. 上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額43,065千円を支払っております。
4. 非金銭報酬等である株式報酬は、株主価値向上への貢献意欲や士気を一層高め、株主の皆様との価値

共有を進めることを目的とする譲渡制限付株式報酬です。当該譲渡制限付株式は、譲渡制限期間を３
年間とし、当該譲渡制限期間中に任期満了又は定年その他当社の取締役会が相当と認める事由により
当社又は当社子会社の役員等の地位のいずれかの地位を退任又は退職した場合、退任又は退職直後時
点で譲渡制限を解除すること等の条件が付されております。

3. 社外役員に関する事項

①当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 本田 功

当事業年度開催の取締役会において全16回中16回出席し、議案審議等につ
き、経験豊富な経営者の観点から必要な発言を行っております。また、上記
のほか取締役の報酬決議に際して、その内容を精査し、客観的な立場から会
社の業績等の評価を反映させるなど、経営陣の監督に努めております。

監査役 細田法男
当事業年度開催の取締役会において全16回中16回出席し、また、当事業年度
開催の監査役会において全14回中14回出席し、主に税理士としての専門的見
地からの発言を行っております。

監査役 斎藤一彦
当事業年度開催の取締役会において全16回中16回出席し、また、当事業年度
開催の監査役会において全14回中14回出席し、主に弁護士としての専門的見
地からの発言を行っております。

②社外取締役が期待される役割に関して行った職務の概要

区 分 氏 名 期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 本田 功

株式会社三真の取締役会長としての豊富な経験・実績を有し、事業経営に高
い見識を有しており、業務執行から独立した客観的な立場から、当社取締役
としての責務を十分果たしており、経営者としての知見を活かし経営陣の監
督をするため、社外取締役の責務を適切に遂行していただいております。
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Ⅳ. 会計監査人に関する事項

1. 会計監査人の状況

(1) 名称 有限責任監査法人 トーマツ

(2) 報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額（公認会計士法（昭和23年法
律第103号）第２条第１項の業務に係る報酬等の額）

43,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 43,000千円

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区別できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 当監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査
計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の
見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行ってお
ります。

(3) 非監査業務の概要

当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委

託しておりません。

2. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務執行に支障がある場合等必要があると判断した場合は、会

計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議

案を株主総会に提出いたします。また監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号

に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計

監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨とその理由を報告いたします。
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Ⅴ. 会社の体制及び方針

1.業務の適正を確保する体制

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 当社は、役職員が法令・定款・社内規程・企業倫理を遵守し、行動するための企業行
動規範を定め、取締役自らによる率先垂範を通じて使用人への周知徹底を図る。
② 各取締役はそれぞれの担当部門に関する法令遵守の責任を負うものとし、担当部門に
係る法令遵守の体制を構築し、これを適切に管理するとともに、当該法令遵守の状況を
定期的に取締役会に報告するものとする。
③ 法令違反に関する事実の社内報告体制については、社内規程（「社員倫理規程」）に従
いその運用を行うものとする。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に基づき、その保存媒体に応

じて安全かつ検索性の高い状態で保存・管理し、取締役又は監査役からの閲覧の要請が
可能となる場所に保管する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理体制の基礎として、危機管理規程を新たに制定し、個々のリスクについて

の管理責任者を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。不測の事態が発生
した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速かつ適切な対応
を行い、損害の拡大を防止し、損失を最小限に止める体制を整える。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制の基礎として、
取締役会を原則月１回開催するほか、必要に応じて随時開催する。また、当社は、職務
権限規程を定め、取締役決裁、社長決裁等の権限を明確化し、社長決裁事項のうち、重
要な事項については、経営会議（取締役及び役職者で構成）にて審議のうえ、執行決定
を行う。
② 代表取締役は、経営計画に基づいた各部門の目標に対し、職務執行が効率的に行われ
るよう監督する。各部門担当取締役は、経営計画に基づいた各部門が実施すべき具体的
な施策及び効率的な業務執行体制を決定する。代表取締役は、その遂行状況を各部門担
当取締役に、取締役会及び経営会議において定期的に報告させ、施策及び効率的な業務
執行体制を阻害する要因の分析とその改善を図る。
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(5) 次に掲げる体制その他の当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
① 当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
② 当社の子会社の損失の危険の管理に関する体制
③ 当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
④ 当社の子会社の役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
(a) 子会社は、当社との連携及び情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の性質、機関
の設計、その他各会社の個性及び特性を踏まえつつ、自立的に内部統制システムを整
備することを基本とする。
また、当社に準じた損失の危機の管理に関する体制を整える。

(b) 当社は、関係会社管理規程に基づき、管理担当取締役の下、各部門が各々担当する
子会社の管理を行い、業務執行に関する事項の報告を行う。子会社の取締役又は監査
役を当社より派遣し、派遣された取締役は子会社の取締役の職務執行を監視・監督す
る。当社より派遣された監査役及び内部監査部門は子会社の業務執行状況を監査し、
その結果を当社に報告する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項
監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、代表取締役は監査役と協

議のうえ、監査役スタッフを置くものとする。

(7) 前号の使用人の取締役からの独立性及びその使用人に対する監査役の指示の実効性の
確保に関する事項
前号の監査役スタッフは、監査役が求める業務補助を行う間、取締役の指揮命令を受

けないものとする。また、当該使用人の人事異動、人事評価及び賞罰措置は、監査役会
の同意を得なければならない。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制
取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事実が発生し又は発生するおそれが

あるとき、或いは、役職員による違法又は不正な行為を発見したときは、直ちに監査役
会に報告する。
前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を

求め、重要と思われる会議に出席し、書類の提示を求めることができる。

(9) 子会社の取締役・監査役及び使用人等又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監
査役に報告をするための体制その他当社の監査役への報告に関する体制
子会社の役職員は、職務の執行状況等について、当社監査役から報告を求められた場

合、速やかに適切な報告を行う。
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(10) 監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ
とを確保するための体制
当社は、監査役に前８号９号の報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由

として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。

(11) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について、当社に対して費用の前払等の請求をしたときは、

担当部署において審議のうえ、速やかに当該費用又は債務を処理する。

(12) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社は、企業活動に対する見識豊富な社外監査役の就任を確保し、社外監査役の代表

取締役に対する独立性を保持し、的確な監査が行える体制を整える。
代表取締役は、監査役会と定期的に会合を持ち、相互の意思疎通を図るものとする。

監査役は、内部監査部門と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部監査部門に調
査を求める。監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見及び情報の交換を行う
とともに、必要に応じて会計監査人に報告を求める。
当社は、監査役の要請に応じて、監査役が、会社の顧問弁護士とは別の弁護士、その

他外部の専門家に相談することができる体制を確保する。

(13) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体との取引の防止に

努め、毅然とした態度で対応し、一切の関係を遮断することを基本方針とする。
反社会的勢力による不当要求が発生した場合の対応を統括する部署を総務部とし、反

社会的勢力に関する情報の一元管理を行う。また、弁護士等の外部専門機関との連携を
密にし、不当要求や妨害行為等が発生した場合は、外部専門機関と連携し、組織的に対
応する体制とする。
上記の基本方針を「社員倫理規程」に記載し、業務運営の中で周知徹底する。

2.業務の適正を確保するための体制の運用状況
当事業年度における取り組みにつきましては、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制」が適切に
運用されていることを、業務監査、監査役監査、コンプライアンス研修を通じて確認してお
ります。

(本事業報告中の記載数字は、金額及び株数については表示単位未
満を切り捨て、比率その他については四捨五入しております。)
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連 結 貸 借 対 照 表

（2023年３月31日現在）
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

減 価 償 却 累 計 額

無形固定資産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

15,438,016

7,410,938

3,820,577

386,333

2,695,012

699,220

52,141

381,110

△7,318

4,975,614

2,950,770

3,127,744

241,961

1,306,265

3,036

360,085

△2,088,322

52,812

52,812

1,972,030

417,629

11,258

1,182,767

645,064

△284,688

（負 債 の 部）

流 動 負 債 5,982,983

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,902,024

短 期 借 入 金 1,600,000

1年内返済予定の長期借入金 520,880

未 払 法 人 税 等 83,770

賞 与 引 当 金 115,386

製 品 保 証 引 当 金 82,503

前 受 金 1,319,296

そ の 他 359,121

固 定 負 債 3,180,302

長 期 借 入 金 2,666,448

繰 延 税 金 負 債 94,955

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 176,976

退 職 給 付 に 係 る 負 債 207,944

資 産 除 去 債 務 18,251

そ の 他 15,727

負 債 合 計 9,163,285

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 10,327,666

資 本 金 1,023,100

資 本 剰 余 金 936,400

利 益 剰 余 金 8,695,391

自 己 株 式 △327,224

その他の包括利益累計額 697,289

その他有価証券評価差額金 250,400

為 替 換 算 調 整 勘 定 446,889

非 支 配 株 主 持 分 225,387

純 資 産 合 計 11,250,344

資 産 合 計 20,413,630 負 債 ・ 純 資 産 合 計 20,413,630
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連 結 損 益 計 算 書

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 10,037,703

売 上 原 価 7,115,690

売 上 総 利 益 2,922,013

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,960,742

営 業 損 失 △38,729

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 95,887

為 替 差 益 138,273

そ の 他 32,559 266,721

営 業 外 費 用

支 払 利 息 20,728

売 上 債 権 売 却 損 3,396

支 払 手 数 料 4,529

保 険 解 約 損 10,191

そ の 他 259 39,105

経 常 利 益 188,886

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 188,886

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 182,422

法 人 税 等 調 整 額 37,189 219,612

当 期 純 損 失 △30,725

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 35,642

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △66,367
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連結株主資本等変動計算書

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 1,023,100 936,400 9,036,725 △327,223 10,669,002

当期変動額

剰余金の配当 △274,967 △274,967

親会社株主に帰属する
当期純損失

△66,367 △66,367

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △341,334 △0 △341,335

当期末残高 1,023,100 936,400 8,695,391 △327,224 10,327,666

(単位：千円)

その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 219,527 239,763 459,291 169,711 11,298,005

当期変動額

剰余金の配当 △274,967

親会社株主に帰属する
当期純損失

△66,367

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

30,872 207,126 237,998 55,676 293,674

当期変動額合計 30,872 207,126 237,998 55,676 △47,660

当期末残高 250,400 446,889 697,289 225,387 11,250,344
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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称

KOKUSAI INC.

KOREA KOKUSAI CO.,LTD.

KOKUSAI Europe GmbH.

高技国際計測器(上海)有限公司

Thai Kokusai CO.,LTD.

東伸工業株式会社

2. 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数 －社

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、KOKUSAI INC.、KOKUSAI Europe GmbH.、高技国際計測器(上海)有限公

司及びThai Kokusai CO.,LTD.の決算日は12月31日、KOREA KOKUSAI CO.,LTD.及び東伸工業

株式会社の決算日は３月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、高技国際計測器(上海)有限公司については連結決算日

で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

その他の連結子会社については、各子会社の決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

……時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

……移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

ａ製品・仕掛品

……主として個別法による原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下の方法）

ｂ原材料

……主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下の方法）

ｃ貯蔵品

……最終仕入原価法

③デリバティブの評価基準及び評価方法

……時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

……主として定率法

ただし、当社及び国内連結子会社では1998年４月１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。また、在外連結子会社は主として定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ７年～40年

機械装置及び運搬具 ３年～12年
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②リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

②賞与引当金

当社及び一部連結子会社は、従業員の賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度の支

給見込額のうち、当連結会計年度の負担額を計上しております。

③製品保証引当金

当社及び一部連結子会社は、販売済み製品に対する保証期間中の無償サービス費用に

備えるため、過去の発生実績に基づく見積額を計上しております。

④役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支

給額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社は、自動車メーカー、自動車部品メーカー、タイヤメーカー等の自

動車関連メーカーを主な得意先としており、バランシングマシン、シャフト歪自動矯正装

置などの生産ライン用試験機や、材料試験機、電気サーボモータ式試験機などの研究開発

用試験機の製造・販売を行っております。

当社及び連結子会社の履行義務は、主に完成した製品を顧客に供給することでありま

す。原則として、顧客が製品を検収した時点又は契約条件に基づく顧客への製品の引き渡

し時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。

原則として、国内販売においては主に顧客により製品が検収された時に、輸出販売にお

いては主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した

時に履行義務が充足されることから、これらの時点に一時点で収益を認識しております。

認識した収益に係る対価の受領は、履行義務の充足時点から概ね１年以内に行われるた

め、重要な金融要素は含んでおりません。

なお、１つの契約について複数の履行義務は識別されていないため、取引価格の履行義
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務への配分は行っておりません。

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①退職給付に係る会計処理の方法

当社及び一部連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお

り、退職給付債務から年金資産を控除した金額を退職給付に係る負債としております。

②重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

なお、在外連結子会社の資産及び負債は、在外連結子会社の決算日(仮決算日を含む)

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は在外連結子会社の期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持

分に含めて計上しております。
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（会計方針の変更に関する注記）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17

日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価

算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指

針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。

なお、連結計算書類に与える影響はありません。

（米国財務会計基準審議会会計基準編纂書（ASC)第842号「リース」の適用）

米国会計基準を採用している在外連結子会社において、当連結会計年度より、ASC第842号

「リース」を適用しております。

これにより、当該在外連結子会社における借手のリース取引については、原則として全ての

リースを貸借対照表に資産及び負債として計上することといたしました。

当該会計基準の適用にあたっては、経過措置で認められている、当該会計基準の適用による

累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用しております。

この結果、当連結会計年度の期首において、使用権資産は有形固定資産の「その他」が

53,537千円、リース負債は流動負債の「その他」が22,386千円、固定負債の「その他」が

31,150千円、それぞれ増加しております。

なお、当連結会計年度の連結損益計算書に与える影響はありません。
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（会計上の見積りに関する注記）

（1）仕掛品の評価

①連結計算書類に計上した金額

仕掛品 2,695,012千円

上記のうち、主要な製造拠点である「日本（国際計測器株式会社）」セグメントに属

する仕掛品の金額は1,700,935千円であります。

②その他見積りの内容に関する理解に資する情報

国際計測器株式会社（以下、「当社」という。）はバランシングマシン等の各種試験及

び計測装置を製造しており、原価の算定については、顧客の要求する仕様に応じて製造

するものであることを踏まえ、個別原価計算制度を採用しております。

また、（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）4.（1）②

に記載のとおり、仕掛品の連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下の方法

により算定しており、期末における正味売却価額が取得原価を下回っている場合には、

当該正味売却価額をもって連結貸借対照表価額としております。

当社は収益性の低下に基づく簿価切下の検討に当たり、当連結会計年度末時点の発生

原価と過去の類似案件における原価の発生状況を比較し、採算の悪化が見込まれる案件

について、契約額から将来における完成原価及び販売経費の見積額を控除した結果、赤

字が見込まれる案件について、当該赤字額を棚卸資産評価損として計上しております。

当連結会計年度において、当社の仕掛品に対して106,231千円の棚卸資産評価損を計上

しております。

棚卸資産評価損の算定において、将来における完成原価等については、当連結会計年

度末時点における設計内容に基づいて完成及び販売までの追加作業が実施されると仮定

し、残作業で必要となる部品と工数をもとに完成までに発生することが見込まれる原

価、及び製品の運送費用など販売諸経費を見積もっております。

これらの見積りにおいて用いた仮定について、最終的な仕様が定まっていない仕掛品

に対する新たな追加原価の発生により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度にお

いて、追加の棚卸資産評価損を認識する可能性があります。
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（追加情報）

（新型コロナウイルスの感染拡大による影響に関する会計上の見積りについて）

当社グループの製品は、顧客の要求する仕様で製造していることから、製品を出荷するため

に顧客による検収作業が必要となります。顧客による検収作業は、当社の工場で行われる場合

と、客先に納品後に行われる場合がありますが、いずれの場合においても、新型コロナウイル

ス感染症拡大により、人の移動が制限された結果、顧客による検収作業が遅れることとなり、

売上計上時期のずれ込み等の影響を受けておりますが、当連結会計年度の連結計算書類に対す

る重要な影響はありませんでした。

当社グループとしては、新型コロナウイルス感染症の収束時期を正確に予測することは困難

な状況にありますが、我が国を含む海外諸国の多くで経済活動再開のために規制緩和を進めて

いることから、翌連結会計年度中には人の移動制限が緩和されるものと想定し、固定資産の減

損や繰延税金資産の回収可能性等に関する会計上の見積りを行っております。

なお、当該仮定は当連結会計年度末時点における最善の見積りであると判断しております

が、想定以上に影響が長期化あるいは拡大した場合には、上記の見積りの結果に影響し、翌連

結会計年度以降の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

1. 記載金額は千円未満切捨により表示しております。

2. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

現金及び預金 343,632千円

建物及び構築物 814,334千円

土地 1,212,275千円

投資有価証券 7,136千円

合計 2,377,379千円

(2) 担保に係る債務

短期借入金 1,450,000千円

１年内返済予定の長期借入金 378,848千円

長期借入金 2,565,272千円

合計 4,394,120千円

3. 減価償却累計額には、減損損失累計額9,790千円が含まれております。

2023年05月24日 14時58分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 29 ―

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 記載金額は千円未満切捨により表示しております。

2. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,200,000株

3. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金
の総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 137,483 10 2022年３月31日 2022年６月27日

2022年11月８日
取締役会

普通株式 137,483 10 2022年９月30日 2022年12月１日

(2) 当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2023年６月23日開催の定時株主総会において次の議案を付議いたします。

決議
株式の
種類

配当金
の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年６月23日
定時株主総会

普通株式 137,483 利益剰余金 10 2023年３月31日 2023年６月26日

（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達

については銀行借入や社債発行によることを基本方針としております。デリバティブは、

後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わないことを基本方針

としております。
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(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リス

クに対しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとに取引金額に基づいた与

信金額を設定しており、定期的に回収状況をモニタリングしております。

当社グループの事業は個別受注生産であるとともに、主要な取引先には財務体質の安定

している大手企業や官公庁が多く、海外企業と取引をする際においては信用状取引をベー

スとしていることから、信用リスクは低いものと認識しております。

グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変

動リスクに晒されています。当該リスクに対しては、外貨建ての営業債権の金額の範囲内

で、為替予約取引等のデリバティブ取引を行い、為替の変動リスクを低減しているととも

に、外貨による回収額は外貨建預金口座に預け入れたのちに、為替相場が円安になった際

に円建預金口座へ振替を行い、為替の変動リスクの低減を図っております。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有す

る企業の株式であり、定期的に時価を把握し財務状況等を確認しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内に支払期日が到来し、未払法人税等

は、１年以内に納付期限が到来いたします。

有利子負債のうち、短期借入金は運転資金に係るものであり、長期借入金（原則として

７年以内）は主に設備投資に係る資金調達によるものですが、安定した手元資金を確保す

ることを目的とするものも含まれております。

営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月

次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

為替の変動リスクを低減するため、デリバティブ取引として通貨オプション取引、為替

予約取引を利用しております。

当社グループのデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い国内の金融機関であ

るため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないものと認識しております。当社

グループが利用する通貨オプション取引及び為替予約取引についての基本方針は各社の取

締役会で決定され、取引の実行及び管理は各社の総務部が行っており、取引結果について

は毎月各社の社長に報告しております。
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(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

なお、「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」

及び「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳

簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 資産

投資有価証券 417,629 417,629 －

(2) 負債

長期借入金 3,187,328 3,176,562 △10,765

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算
定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。
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(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
(単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 416,475 － － 416,475

投資信託 1,153 － － 1,153

合計 417,629 － － 417,629

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
(単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 3,176,562 － 3,176,562

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明方法
投資有価証券

株式及び投資信託は取引所の価格によっており、活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２の時価としておりま
す。
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（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：千円）

報告セグメント

その他

(注)
合計日本

米国 韓国 中国 計国際計測器
株式会社

東伸工業
株式会社

売上高

バランシング
マシン

3,827,976 － 517,644 339,219 505,388 5,190,229 15,453 5,205,683

電気サーボ
モータ式
試験機

1,353,262 － 98,544 130,610 61,046 1,643,463 4,539 1,648,002

材料試験機 － 293,606 － － － 293,606 － 293,606

シャフト歪
自動矯正機

239,756 － － 106,085 138,825 484,666 25,552 510,218

その他 1,971,202 － 152,944 97,454 69,322 2,290,922 89,269 2,380,192

顧客との契約
から生じる収
益

7,392,197 293,606 769,132 673,369 774,582 9,902,888 134,815 10,037,703

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への
売上高

7,392,197 293,606 769,132 673,369 774,582 9,902,888 134,815 10,037,703

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、東南アジア及
びヨーロッパ等の現地法人を含んでおります。

２．収益を理解するための基礎となる情報

「会計方針に関する事項」の「重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま

す。
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３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

（1）契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権

受取手形及び売掛金 3,208,895 3,820,577

契約負債

前受金 961,427 1,319,296

（注）１．当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債に含まれていた

金額は、800,184千円であります。

（注）２．契約負債の増減は、主として前受金の受け取り（契約負債の増加）と、収益

認識（契約負債の減少）によるものであります。

(2)残存履行義務に配分した取引価格

（単位：千円）

1年内 7,463,059

1年超 765,276

未充足の履行義務に配分した取引価格は、連結会計年度末日現在、当社グループが受注

済みの製品の取引価格のうち、収益を認識していない取引価格の総額であります。

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 801円91銭

2. １株当たり当期純損失 △4円82銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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（退職給付に関する注記）

1. 採用している退職給付制度の概要

当社及び一部連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給

付制度及び確定拠出制度を採用しております。
なお、当社及び一部連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡

便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

2. 簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る負債の期首残高 213,150千円
退職給付費用 58,052千円
退職給付の支払額 △30,466千円
制度への拠出額 △32,786千円
為替換算調整 △6千円

退職給付に係る負債の期末残高 207,944千円

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負

債及び退職給付に係る資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 602,357千円

年金資産 △414,189千円

188,167千円

非積立型制度の退職給付債務 19,776千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 207,944千円

退職給付に係る負債 207,944千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 207,944千円

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 58,052千円

3. 確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は6,654千円でありました。
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貸 借 対 照 表

（2023年３月31日現在）
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 消 費 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具、 器 具 及 び 備 品

土 地

無形固定資産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

従業員に対する長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

投 資 不 動 産

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

10,144,790

3,916,363

379,832

2,956,730

386,209

1,700,935

519,401

199,244

86,411

△340

4,911,555

2,464,823

1,203,253

21,369

2,812

1,283

23,827

1,212,275

38,956

34,725

1,883

2,346

2,407,775

417,629

431,332

2,167

70,213

600,000

184,769

1,119,811

465,393

△883,541

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

1年内返済予定の長期借入金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

製 品 保 証 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 産 除 去 債 務

4,580,783

15,495

1,818,257

1,450,000

503,840

154,172

78,526

17,565

327,589

26,616

107,501

79,884

1,335

3,044,835

2,659,048

190,559

176,976

18,251
負 債 合 計 7,625,619

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 7,180,325

資 本 金 1,023,100

資 本 剰 余 金 936,400

資 本 準 備 金 936,400

利 益 剰 余 金 5,548,050

利 益 準 備 金 32,850

そ の 他 利 益 剰 余 金 5,515,200

繰 越 利 益 剰 余 金 5,515,200

自 己 株 式 △327,224

評価・換算差額等 250,400

その他有価証券評価差額金 250,400

純 資 産 合 計 7,430,726

資 産 合 計 15,056,345 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,056,345
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損 益 計 算 書

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 8,038,149

売 上 原 価 5,806,951

売 上 総 利 益 2,231,198

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,305,256

営 業 損 失 △74,058

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 59,222

受 取 家 賃 17,280

受 取 事 務 手 数 料 1,265

為 替 差 益 119,943

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 621

そ の 他 28,660 226,993

営 業 外 費 用

支 払 利 息 19,791

売 上 債 権 売 却 損 3,396

支 払 手 数 料 4,529

減 価 償 却 費 10,196

保 険 解 約 損 10,191

そ の 他 65 48,171

経 常 利 益 104,762

税 引 前 当 期 純 利 益 104,762

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 103,672

法 人 税 等 調 整 額 △20,281 83,390

当 期 純 利 益 21,371
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株主資本等変動計算書

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 1,023,100 936,400 936,400 32,850 5,768,795 5,801,645

当期変動額

剰余金の配当 △274,967 △274,967

当期純利益 21,371 21,371

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － △253,595 △253,595

当期末残高 1,023,100 936,400 936,400 32,850 5,515,200 5,548,050

(単位：千円)

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △327,223 7,433,921 219,527 219,527 7,653,449

当期変動額

剰余金の配当 △274,967 △274,967

当期純利益 21,371 21,371

自己株式の取得 △0 △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

30,872 30,872 30,872

当期変動額合計 △0 △253,595 30,872 30,872 △222,722

当期末残高 △327,224 7,180,325 250,400 250,400 7,430,726
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式
……移動平均法による原価法

②その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
……時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等
……移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法
……時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
①製品・仕掛品
……個別法による原価法

(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下の方法）
②原材料
……移動平均法による原価法

(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下の方法）
③貯蔵品
……最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却方法
(1) 有形固定資産

……定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており
ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 13～38年
構築物 10年
機械及び装置 12年
車両運搬具 ６年
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(2) 無形固定資産
……定額法

なお、自社利用目的ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３～
５年）に基づく定額法によっております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、翌期の賞与支給見込額のうち当期の負担額を計上し

ております。

(3) 製品保証引当金

販売済み製品に対する保証期間中の無償サービス費用に備えるため、過去の発生実績に

基づく見積額を計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見込額及び年金資産残高

に基づき計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

4. 重要な収益及び費用の計上基準

当社は、自動車メーカー、自動車部品メーカー、タイヤメーカー等の自動車関連メーカー

を主な得意先としており、バランシングマシン、シャフト歪自動矯正装置などの生産ライン

用試験機や、材料試験機、電気サーボモータ式試験機などの研究開発用試験機の製造・販売

を行っております。

当社の履行義務は、主に完成した製品を顧客に供給することであります。原則として、顧

客が製品を検収した時点又は契約条件に基づく顧客への製品の引き渡し時点で履行義務が充

足されることから、当該時点で収益を認識しております。

認識した収益に係る対価の受領は、履行義務の充足時点から概ね１年以内に行われるため、

重要な金融要素は含んでおりません。
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なお、１つの契約について複数の履行義務は識別されていないため、取引価格の履行義務

への配分は行っておりません。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

（会計方針の変更に関する注記）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17

日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定

会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が

定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。

なお、計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）

（1）仕掛品の評価

①計算書類に計上した金額
仕掛品 1,700,935千円

②その他見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表の（会計上の見積りに関する注記）に記載した内容と同一であります。
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（追加情報）

（新型コロナウイルスの感染拡大による影響に関する会計上の見積りについて）

当社の製品は、顧客の要求する仕様で製造していることから、製品を出荷するために顧客に

よる検収作業が必要となります。顧客による検収作業は、当社の工場で行われる場合と、客先

に納品後に行われる場合がありますが、いずれの場合においても、新型コロナウイルス感染症

拡大により、人の移動が制限された結果、顧客による検収作業が遅れることとなり、売上計上

時期のずれ込み等の影響を受けておりますが、当事業年度の計算書類に対する重要な影響はあ

りませんでした。

当社としては、新型コロナウイルス感染症の収束時期を正確に予測することは困難な状況に

ありますが、我が国を含む海外諸国の多くで経済活動再開のために規制緩和を進めていること

から、翌事業年度中には人の移動制限が緩和されるものと想定し、固定資産の減損や繰延税金

資産の回収可能性等に関する会計上の見積りを行っております。

なお、当該仮定は当事業年度末時点における最善の見積りであると判断しておりますが、想

定以上に影響が長期化あるいは拡大した場合には、上記の見積りの結果に影響し、翌事業年度

以降の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（貸借対照表に関する注記）

1. 記載金額は千円未満切捨により表示しております。

2. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

現金及び預金 343,632千円

建物 814,334千円

土地 1,212,275千円

投資有価証券 7,136千円

合計 2,377,379千円

(2) 担保に係る債務

短期借入金 1,450,000千円

１年内返済予定の長期借入金 378,848千円

長期借入金 2,565,272千円

合計 4,394,120千円

3. 偶発債務

当社の連結子会社である東伸工業株式会社の金融機関からの借入に対する債務保証

150,000千円

4. 有形固定資産の減価償却累計額 1,459,519千円

5. 投資不動産の償却累計額 129,600千円

6. 関係会社に対する金銭債権債務（区分掲記したものを除く）

短期金銭債権 290,650千円

短期金銭債務 201,227千円

7. 取締役に対する金銭債権の総額

短期金銭債権 2,400千円

長期金銭債権 8,300千円
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（損益計算書に関する注記）

1. 記載金額は千円未満切捨により表示しております。

2. 関係会社との取引高

営業取引

売上高 646,139千円

仕入高 786,518千円

販売費及び一般管理費 363,512千円

営業取引以外の取引高 70,074千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 記載金額は千円未満切捨により表示しております。

2. 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 451,650株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

貸倒引当金 270,644千円

棚卸資産評価損 211,687千円

賞与引当金 32,916千円

未払事業税 4,082千円

製品保証引当金 24,460千円

退職給付引当金 58,349千円

役員退職慰労引当金 54,190千円

関係会社株式評価損 46,379千円

その他 33,625千円

繰延税金資産小計 736,336千円

評価性引当額 △552,513千円

繰延税金資産合計 183,822千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △110,511千円

その他 △3,097千円

繰延税金負債合計 △113,608千円

繰延税金資産の純額 70,213千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

1. 子会社及び関連会社等
（単位：千円）

種類
会社等
の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高

子会社
東伸工業
株式会社

所有直接
100.0％

運転資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
(注1)

－
関係会社
長期貸付金
(注3)

600,000

債務保証
(注2)

150,000 － －

子会社
KOKUSAI
INC.

所有直接
100.0％

販売及びサービ
ス
技術供与
製品及び部品仕
入
役員の兼任

売上高
(注4)

317,053 売掛金 227,669

原材料仕入
等(注4)

193,287 買掛金 71,230

業務委託
(注4)

3,326 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 相手方との協議により、利息の免除を行っております。
(注2) 銀行借入につき債務保証を行ったものであります。なお、保証料は受け取っておりません。
(注3) 関係会社長期貸付金に対し、600,000千円の貸倒引当金を計上しております。
(注4) 取引条件は一般の取引先と同様に決定しております。

2. 当社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等
（単位：千円）

種類
会社等

の名称又は
氏名

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

株式会社
三真
(注3)

0.0％ 原材料の購入
電気部品等
の購入
(注1,2)

449,994 買掛金 38,753

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。
(注2) 取引条件は一般の取引先と同様に決定しております。
(注3) 当社社外取締役本田氏及びその近親者が議決権の100.0%を保有する会社であります。
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（収益認識に関する注記）

1. 収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表の（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）に記載し

た内容と同一であります。

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 540円48銭

2. １株当たり当期純利益 1円55銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（その他の注記）

退職給付に関する注記

(1) 退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度のほか、確
定給付企業年金制度（規約型）を設けております。

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 370,202千円

年金資産残高 △179,642千円

退職給付引当金 190,559千円

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 34,392千円

退職給付費用合計 34,392千円
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

２０２３年５月１９日
国 際 計 測 器 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 中 康 宏

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 田 義 浩

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、国際計測器株式会社の2022年４月１日から2023年

３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、国際計測器株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

２０２３年５月１９日
国 際 計 測 器 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 中 康 宏

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 田 義 浩

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、国際計測器株式会社の2022年４月１日から

2023年３月31日までの第54期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第54期事業年度に係る連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）を監査いたしました。その方法及び
結果につき以下のとおり報告いたします。

1． 監査の方法及びその内容

監査役会は、連結計算書類について取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（令和３年11月16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書類について検討いたしました。

2． 監査の結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月23日

国際計測器株式会社 監査役会

常勤監査役 渡 會 賢 二 ㊞

社外監査役 細 田 法 男 ㊞

社外監査役 斎 藤 一 彦 ㊞
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第54期事業年度の取締役の職務の執行に関し

て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

1． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を
受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。
(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統
制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（令和３年11月16日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

2． 監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月23日
国際計測器株式会社 監査役会

常勤監査役 渡 會 賢 二 ㊞
社外監査役 細 田 法 男 ㊞
社外監査役 斎 藤 一 彦 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当期の期末配当につきましては、当期の利益状況並びに企業環境等を勘案し、下記のとお

りといたしたいと存じます。なお、中間配当金を含め、年間の配当金は１株当たり20円とな

ります。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金10円

総額 137,483,500円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2023年６月26日
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第２号議案 取締役９名選任の件

本総会終結のときをもって取締役10名が任期満了となりますので、取締役９名の再任をお

願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

１

松
ま つ も と し げ る

本 繁
(1942年４月22日生)

1969年６月 当社を設立し、取締役就任

422,000株

1979年７月 当社代表取締役社長
1985年５月 松本繁興産株式会社代表取締役

(現任)
1987年11月 KOKUSAI INC.代表取締役(現任)
1998年３月 上海松雲国際計測器有限公司董事長
1998年４月 当社海外事業本部長
1998年12月 孝感松林国際計測器有限公司

董事
1999年６月 KOREA KOKUSAI CO.,LTD.

代表取締役(現任)
2002年10月 高技国際計測器(上海)有限公司

董事長(現任)
2006年２月 Thai Kokusai CO.,LTD.

代表取締役(現任)
2009年12月 松林国際試験機(武漢)有限公司

董事長
2017年６月 当社代表取締役会長(現任)

【取締役候補者とした理由】

同氏は、当社創業より取締役を務め、1979年より代表取締役社長として、技術開発型企業の基盤を
構築するなど、経営者としての豊富な経験と高い見識を有しており、当社取締役としての責務を十分
果たし得る人物と判断し、取締役候補者といたしました。

２

松
ま つ も と し ん い ち

本 進 一
(1959年１月23日生)

1981年４月 株式会社寿屋入社

30,000株

1997年10月 当社入社、九州営業所長
1999年６月 当社生産管理部次長
2009年６月 当社生産管理部長
2009年６月 当社取締役、生産管理部長
2017年６月 当社取締役、管理本部長
2021年６月 当社代表取締役社長（現任）

【取締役候補者とした理由】

同氏は、生産管理部門・総務経理部門の責任者を務めるなど、生産管理及び総務経理に関する経
験・実績・見識を有しており、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、取締役候補
者といたしました。
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候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

３

松
ま つ も と ひ ろ し

本 博 司
(1954年12月24日生)

1979年11月 当社入社

140,000株

1989年６月 当社総務部長
1998年６月 当社取締役、総務部長
2003年６月 当社取締役退任
2004年６月 当社取締役、総務部長
2010年３月 東伸工業株式会社代表取締役(現任)
2017年６月 当社代表取締役社長
2021年６月 当社取締役、管理本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

同氏は、総務経理部門・子会社の責任者を務めるなど、経営及び財務経理に関する経験・実績・見
識を有しており、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、取締役候補者といたしま
した。

４

田
た し ろ か ず よ し

代 和 義
(1954年９月９日生)

1973年４月 ジェコー株式会社入社

70,000株

1977年２月 当社入社
1994年４月 当社第一製造技術部長
2004年４月 高技国際計測器(上海)有限公司

技術本部長
2005年６月 当社取締役、第一製造技術部長
2007年４月 当社取締役、技術開発部長
2017年５月 当社取締役、技術本部長
2019年７月 当社取締役、技術本部長

兼東伸工業株式会社取締役副社長
2021年６月 当社取締役、技術開発部長

兼東伸工業株式会社取締役副社長（現任）

【取締役候補者とした理由】

同氏は、技術開発部門・製造部門の責任者を務めるなど、開発及び製造に関する経験・実績・見識
を有しており、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、取締役候補者といたしまし
た。

５

村
む ら う ち か ず ひ ろ

内 一 宏
(1959年11月24日生)

1982年４月 当社入社

24,000株

2000年４月 当社技術開発部次長
2006年４月 当社第三製造技術部長
2009年６月 当社取締役、第三製造技術部長
2009年７月 当社取締役、第二技術部長
2017年５月 当社取締役、技術本部副本部長
2021年６月 当社取締役、技術本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

同氏は、技術開発部門・製造部門の責任者を務めるなど、開発及び製造に関する経験・実績・見識
を有しており、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、取締役候補者といたしまし
た。
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候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

６

鈴
す ず き さ ぶ ろ う

木 三 郎
( 本名 李 福 煥 )
(1953年５月27日生)

1977年４月 当社入社

42,300株

1989年４月 当社大阪営業所長
1995年４月 国際計測器株式会社(韓国)

取締役、副社長
2000年４月 KOREA KOKUSAI CO.,LTD.

取締役、副社長(現任)
2011年６月 当社取締役(現任)

【取締役候補者とした理由】

同氏は、営業部門・子会社の責任者を務めるなど、経営及び営業に関する経験・実績・見識を有し
ており、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、取締役候補者といたしました。

７

小
お ぐ ら か ず お

椋 一 雄
(1954年９月13日生)

1975年４月 当社入社

70,000株

1993年４月 当社海外部次長
2002年４月 当社第三製造技術部長
2006年４月 高技国際計測器(上海)有限公司

総経理
2010年４月 高技国際計測器(上海)有限公司

副総経理
2011年６月 当社取締役(現任)
2018年４月 高技国際計測器(上海)有限公司

総経理(現任)

【取締役候補者とした理由】

同氏は、営業部門・製造技術部門・子会社の責任者を務めるなど、経営・営業・製造技術に関する
経験・実績・見識を有しており、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、取締役候
補者といたしました。

８

石
い し く ら じ ゅ ん い ち

倉 純 一
(1953年11月15日生)

1978年４月 当社入社

40,000株

1997年６月 当社地震振動計測事業部長
1999年４月 当社生産管理部長
2000年６月 当社取締役、生産管理部長
2009年４月 当社取締役、名古屋営業所長
2010年５月 当社取締役、第二営業部長
2011年６月 当社名古屋営業所長
2016年６月 当社取締役、名古屋営業所長
2017年７月 当社取締役、営業本部長兼名古屋営業所長
2019年10月 当社取締役、営業本部長
2021年６月 当社取締役、国内営業本部長(現任)

【取締役候補者とした理由】

同氏は、生産管理部門・営業部門の責任者を務めるなど、生産管理及び営業に関する経験・実績・
見識を有しており、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、取締役候補者といたし
ました。
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候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

９

本
ほ ん だ い さ お

田 功
(1941年６月１日生)

1961年４月 東京芝浦電気株式会社入社
(現株式会社東芝)

28,000株
1963年10月 日産電業有限会社入社
1974年12月 株式会社三真を設立し、

代表取締役就任
2014年11月 株式会社三真取締役会長(現任)
2015年６月 当社社外取締役(現任)

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】

同氏は、株式会社三真の取締役会長としての豊富な経験・実績を有し、事業経営に高い見識を有し
ており、業務執行から独立した客観的な立場から、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と
判断しており、今後も経営者としての知見を活かし経営陣の監督をするため、社外取締役の責務を適
切に遂行できるものと判断し、社外取締役候補者といたしました。

【候補者が社外取締役に就任してからの日数】

本田功氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって８年となります。

【候補者と当社との間の特別の利害関係】

同氏は、株式会社三真の取締役会長であり、同社と当社との間には仕入れに係る取引があります。

【責任限定契約の内容の概要】

当社は、本田功氏との間で会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を法令の限度額内で締結
しております。同氏の再任が承認された場合、当該責任限定契約を継続する予定であります。
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第３号議案 監査役１名選任の件

本総会終結のときをもって監査役細田法男氏が辞任されますので、監査役１名の選任をお

願いいたしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

白
し ら い し の り ゆ き

石 紀 之
(1970年６月27日生)

1993年４月 小林税務会計事務所入所

0株

2000年２月 公認会計士伊藤満邦事務所入所
2003年10月 葵税理士法人転籍
2006年１月 白石紀之税理士事務所開業
2016年11月 アキュレイトパートナーズ税理士法人設立

代表社員（現職）

【社外監査役候補者とした理由】

同氏は、長年にわたる税理士としての専門的な知識、豊富な経験、高い見識を有しており、これらを活かし
て当社の経営全般に対する監査機能を発揮していただくことを期待し、社外監査役候補者といたしました。

同氏は、過去に社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、上記の理由
により、社外監査役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しております。

【候補者と当社との間の特別の利害関係】

候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

【責任限定契約の内容の概要】

当社は、白石紀之氏の就任が承諾された場合は同氏との間で会社法第427条第１項の規定による責任限定契約
を法令の限度額内で締結する予定であります。
（注）当社は白石紀之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定で
おります。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件

法令の定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、渡會賢二氏の補欠の監査役とし

て、あらかじめ補欠の監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

宮
み や し た ひ ろ し

下 博 至
(1944年10月31日生)

1965年４月 株式会社国際機械振動研究所入社

160,000株

1971年６月 当社入社、技術開発部長
1979年６月 日本ビブロン株式会社代表取締役
1987年８月 当社取締役、技術開発部長
1998年６月 当社常務取締役、技術本部長
2017年７月 当社技術本部 顧問(現任)

【補欠監査役候補者とした理由】

同氏は、当社の技術部門を担当し、常務取締役を務め、当社の経営について豊富な経験を有しています。こ
の経験や見識を活かし、監査役としての役割を果たすことが期待できるため、補欠監査役候補者といたしまし
た。

【候補者と当社との間の特別の利害関係】

候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

【責任限定契約の内容の概要】

当社は、宮下博至氏の就任が承諾された場合は同氏との間で会社法第427条第１項の規定による責任限定契約
を法令の限度額内で締結する予定であります。
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第５号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

取締役後藤正之氏は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますので、在

任中の功労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労

金を贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願い

たいと存じます。なお、退任取締役に対する退職慰労金は、本招集ご通知 事業報告

Ⅲ．会社役員に関する事項 2. 取締役及び監査役の報酬等の額 ①取締役の個人別の報

酬等の内容に係る決定方針に関する事項 に記載の当社取締役会が決定した取締役の報

酬等の決定方針に沿うものであり、その内容は相当であります。

後藤正之氏の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

後
ご と う ま さ ゆ き

藤 正 之
2021年６月 当社取締役、大阪営業所長

現在に至る

以 上
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「永山五丁目行き」
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　　　　　　南瓜生下車　徒歩５分

◎株主様へのお願い
新型コロナウイルス感染予防と株主様の
安全確保の観点から、本年は送迎バスの
運行を取りやめとさせていただきます。
あらかじめご了承くださいますよう、
お願い申し上げます。

株主総会会場ご案内図
東京都多摩市永山六丁目21番１号 当社 ４階 会議室

電話 042―371―4211

・総会当日は、弊社正面玄関前に駐車場（20台程度収容可能）をご用意しておりますが、収容台
数には限りがございますので、なるべく公共交通機関の利用をお願い申し上げます。

・タクシーにご乗車の場合は駅から10分程度で到着します。
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